















































































































































































































































































































個 人 研 究
においてどのような形をとって出現してくるのであろう
か。そこで第1の問題点は，資本の生産性をひきあげて
いく運動が，国民経済的広がりのなかでどのような形態
であらわれるか，それが国家間の競争としてあらわれる
以上，国家の生産力という形態となるのである。ところ
で，この競争の場となっているのが，世界市場であり，
この世界市場で，諸国家間の関係を規定しているのが，
国際間における価値法則の問題である。つまり，国際間
における価値法則の研究が，国際的経済関係の基本的性
格を規定するものとして把握される1D。
　国際間の商品交換は世界市場における価値法則の貫徹
により，その具体的形態が与えられることになる。その
交換の発展過程において，資本主義的国際分業が形成さ
れる。諸資本の世界市場における競争は，諸国家間の関
係を経済的側面では，資本主義国際分業の形態をとって
定着していくことになる。資本の運動法則が，資本の運
動と諸資本間の競争を通じて，資本主義世界経済の具体
的形態を形成していくことになる。
　資本主義世界経済の基本的性格をきめている，ないし
は，資本制世界経済の基礎構造となっているもの，それ
が資本主義国際分業である。この国際分業を通じて実現
しているところの，国際的な商品交換は，各々の国民経
済にどのような影響を与え，こうした資本主義世界経済
を外部的環境としている個々の国民経済はどのような発
展過程をたどるのであろうか。
　こうして国際間における価値法判の作用を通して，論
理的にはふたたび国民経済が主体となる課題が設定され
ることになる。すなわち，資本主義国際分業構造の部分
として組込まれている国民経済の発展の具体的形態が，
価値法則の貫徹によってどのような影響をうけるかとい
うことになる。
　ここから，第2の問題点として，価値法則の世界市場
における貫徹と，国民的生産力の発展との関連性如何と
いうことが提起されることになる12）。
　そもそも資本主義国際分業は，先進資本主義諸国にお
ける資本主義的工業諸力の発展にもとずく，資本の運動
が，国家形態を通じて国際的に展開していく形態なので
ある。したがって，国際分業を形成し，促進する価値法
則は，一国国民経済の生産諸力を発展させていく資本の
運動法則と結合して貫徹していくことになる。すなわ
ち，換言すれぽ，資本の運動法則は，つねにその生産力
の発展を促進するという結果をつくりだしていくのであ
るから，世界市場における資本の運動は，一方で資本相
互における競争をもたらし，そのことは国家間の競争と
いう形態へと発展するが，他方では，資本主義諸国は全
体として非資本主義的諸国，すなわち，資本主義的生産
諸力発展の法則とは異った法則性をもった諸国に対して
従属的諸形態をつくりだしていくことになっている。
　そこで，この従属的形態は，世界経済のなかで，どの
ような特徴をもった経済に発展していくのであろうか。
独立した国民経済とは異った経済としての特徴，つまり
は，国民経済形成への過程とは異質なる経済の発展過程
の存在が，認識される。これを，中国の研究者は，植民
地経済とよんでいる13）。
　そこでの特徴は，第1に，商品経済の発展は顕著にみ
られること，第1に，産業資本の発展への諸要因がかけ
ていること，第3に，商品経済の発展をリードしている
経済部分として，帝国主義諸国の金融資本が侵透してい
ること，第4に農村には，古い生産関係が広汎に残って
いることなどであった。このようにして，資本主義世界
経済の重要な構成部分として新しい経済構造，つまり植
民地経済の出現が研究の対象として重要視されてきたの
である14）。
　この植民地経済という範疇は，世界経済のなかでどの
ような論理的位置づけが行われるのであろうか。世界経
済の基礎構造である国際分業は，国民経済の成立を前提
にし，国民経済が相互に関係づけられる構造の基本をな
すものとして認識される。つまり資本主義世界経済の基
礎となる世界市場は，国民経済相互の分業関係，すなわ
ち，国際分業の生成によって形成されている。ところ
で，すでにみてきた植民地経済は，現実の世界市場の形
成過程において，その分業構造の重要な構成部分である
広大な農業地域を担う部分として定着し，先進工業諸国
との間における相互依存的関係を発展させていくのであ
る。
　ここに第3の問題が明確な形をもって提起される。す
なわち，植民地経済とは，そもそもどのような性格をも
った経済と考えれぽよいのかということである。先進工
業国との資本主義的国際分業関係におかれることによっ
て，その経済のも従属的性格については，国際間の価値
法則の作用から理論的に規定することはできる。すなわ
ち，「この国際分業は後進国国民にとっては，……工業国
のための補完的構造として，……その発展の可能意を失
う。……そして，つねに先進国の動向に左右され，……
支配と従属の経済的基礎をつくりだす15）」。
　このように国民経済を構成要因として，そこでの国際
分業構造，および価値法則の作用としての資本の運動を
追求していくかぎり，支配・従属の関係を解明し，その
経済，つまり植民地経済の従属的性格を指摘するにとど
まっていた。そしてその構造の分析においても奇型的商
品経済の発展，帝国主義に従属した資本主義化の特徴を
折出するにとどまったのである16）。最近になって，この
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ような分野に新しい研究の成果がもたらされはじめてい
る17）。
　新従属学派と呼ばれている一連の人々の研究には，参
考になる論点が多い18）。
　「世界史の流れから孤立した地域が陥っている低開発
は，遺制の残存や資本の不足に原因があるのではない。
むしろ低開発は，経済発展を生みだしているのと同じ歴
史過程，つまり資本主義の発展そのものによって創出さ
れてきたのであり，それはいまなお変らない。」19）
　フランクは，「低開発の発展」という逆説的な表現と
アジア，アフリカ，ラテンアメリカ地域の低開発とを，
盾の両面として，同一の過程の進行を表わしている，す
なわち，資本主義の発展としての低開発を定義したので
ある。そして，この両者の関係は，「過去も現在も続い
てきている低開発的衛星諸国と先進的中枢諸国の間の経
済をはじめとする諸関係20）」として把握されたのであ
る。しかし，この中枢・衛星の関係では，資本の運動法
則によってつくりだされた世界経済像とどのように関連
して把握されているのか，不明であり，そのうえ，世界
資本主義の歴史的過程のそれぞれの段階における具体的
構造把握への論理に欠けている21）。
　フランクは先進・後進の関係ではなく，「低開発の発
展」としてとらえることによって，後進国開発論的アプ
ローチを批判した。しかし，低開発の内容把握に不十分
さがあったと考えられる。このようなフランクの不十分
さを克服したのが，S．アミンの理論である。
　アミンは，第二次大戦後に展開された「第三世界」に
対する大規模な投資を国際的資本蓄積としてとらえ，そ
のことによって新たな従属関係がつくりだされていると
考えた。
　「経済成長が続くにつれて，周辺部の構造を決定する
このような諸特徴は，ひとつも弱められずかえって強め
られるのである。中心部においては成長は発展である。
つまり，統合されているからである。一方周辺部では，
成長は，発展ではない。というのは，非接合だからであ
る22）。」
　すなわち，先進資本主義国での資本蓄積の過程に発展
途上国の経済をも包含することによって，発展途上国経
済に「非接合」の状態をつくりだしている。そして，こ
のことが「低開発の発展」をもたらしているのである。
　この非接合という特徴をもっている周辺部における接
合関係は，中心部経済の発展に従属してはじめて成立し
うるものである。だから，この周辺部接合と中心部にお
ける再生産構造との統合において資本主義の発展が実現
していった場合，周辺部においては，どのような経済の
発展がみられるであろうか。すでに資本主義が，世界的
規模で発展している以上，この周辺部自体の経済発展も
また資本主義的発展とみるべきなのである。
　「この移行は，ヨーロッパ，北米，日本のように十分
に資本主義化した諸国，より正確にいうならば，世界資
本主義体制の中心部をなしている諸国における移行とは
別のものである。この体制の周辺部の構成体への移行が
問題なのである。したがって，なぜこの差異が生ずるの
か，またその差異がどこにあるのかを理解しなけれぽな
らない。現代の文献の糧となっているく二重社会論〉と
かく低開発〉とかいう誤った概念の源にあるものは，現
行経済く科学〉の慣行であるこの一連の受容しがたい単
純化なのである。唯一の科学的概念は，前資本主義構成
体から周辺資本主義構成体への移行の概念である23）。」
　この周辺資本主義社会構成体は，資本の運動法則によ
って規定されているが故に，資本主義的性格が付与され
ている。しかしながら，資本主義的生産関係の発展によ
って資本が国内市場を征服しているわけではない。した
がって，非資本主義的部分をもち，それと併存するとい
う関係を内包した社会構成体ということがでぎよう。前
資本主義構成体から周辺資本主義構成体への移行は，資
本の運動法則によってもたらされるのであるが，それ
は，中心部における資本主義の発展であって，周辺部に
おいては自立的な資本の展開がおこらないという関係が
成立しているのである。
　この理論の特徴は，世界経済像として単一の世界資本
主義体制が与えられ，この体制が中心資本主義社会構成
体と周辺資本主義社会構成体とから成りたっているとい
う構造をとっているところにある。そして，この周辺資
本主義社会構成体は，現在の世界資本主義体制のもとに
おいては，中心資本主義社会構成体に従属する構成体に
なっているが故に，この周辺部の社会構成体が発展・転
化して中心資本主義社会構成体になりえないのであり，
周辺社会においては，中心資本主義社会構成体へと発展
していく道はとざされているのである。世界資本主義の
発展は，その周辺部分においては，周辺資本主義社会構
成体としてしか発展していかない。このようにして資本
主義世界経済における不均等発展は，中心部資本主義に
対応するもうひとつの部分，すなわち，周辺部分におい
て，中心とはまったくことなった経済としての周辺資本
主義構成体の発展をもたらしているのである。
　「周辺部の経済成長に応じて強まっていく低開発性
は，必然的に成長停止へとむかう。すなわち，達成され
た一人当り生産がどうであろうと，自律的かつダイナミ
ズムを内包した成長へと移行することが不可能となるの
である24）。」
　このようにして，アミンにおける不均等発展の理論
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は，中心，周辺というまったく異った資本主義構成体を
つくりだしている資本の運動の世界経済における展開と
して体系づけられているのである。そこには現実の世界
経済の展開における国家や国民経済は論理上に登場して
こない，より抽象的な論理段階として考えることもでき
るけれどもしかし，アミン理論では上向の道すじは，マ
ルクスのプランのように示されてはいない。こうした点
についての検討は，他日を期したい。
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